
4

て
ら
れ
た
基
金
（
貯
金
）
が
あ
り
ま

す
。

　
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
及
び
介

護
保
険
特
別
会
計
に
お
け
る
保
険
給

付
費
の
増
に
よ
り
、
５
の
特
別
会
計

予
算
総
額
は
34
億
4
5
6
1
万
円
と

な
り
、
前
年
度
に
比
べ
２
・
１
％
の

増
と
な
り
ま
し
た
。

　
道
道
建
設
事
業
に
伴
う
水
道
施
設

改
良
工
事
の
増
に
よ
り
、
水
道
事
業

会
計
の
予
算
総
額
は
、
５
億
6
2
5

3
万
円
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
10

・
１
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

減
が
影
響
し
、
対
前
年
度
１
・
１
％

の
減
と
な
り
ま
し
た
。
一
方
、
歳
出

に
お
け
る
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債

費
を
合
わ
せ
た
義
務
的
経
費
は
、
人

件
費
と
公
債
費
の
減
が
主
た
る
要
因

と
な
り
、
対
前
年
度
６
・
５
％
の
減

と
な
り
ま
し
た
。
投
資
的
経
費
の
う

ち
普
通
建
設
事
業
は
、
対
前
年
度
11

・
７
％
の
減
と
な
り
、
史
跡
入
江
・

高
砂
貝
塚
追
加
指
定
地
取
得
事
業
、

基
幹
作
業
道
清
水
線
整
備
工
事
、
虻

田
漁
港
（
大
磯
分
区
）
整
備
事
業
な

ど
を
計
上
し
、
災
害
復
旧
事
業
は
、

対
前
年
度
皆
増
と
な
り
、
見
晴
台
４

号
線
外
３
災
害
復
旧
工
事
な
ど
の
予

算
を
計
上
し
ま
し
た
。

　
歳
入
不
足
を
補
て
ん
す
る
（
埋
め

る
）
た
め
財
政
調
整
基
金
を
、
ま
た

各
事
業
に
充
て
る
た
め
、
合
併
地
域

振
興
基
金
、
観
光
開
発
基
金
な
ど
を

そ
れ
ぞ
れ
取
崩
す
こ
と
に
し
て
い
ま

す
が
、
財
政
調
整
基
金
の
取
崩
し
額

は
、
歳
入
不
足
額
が
減
少
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
財
政
健
全
化
計
画
の
数

値
よ
り
減
少
し
て
い
ま
す
。

※
基
金
と
は
、
家
庭
に
置
き
換
え
る

と
貯
金
の
こ
と
。
洞
爺
湖
町
に
は
、

財
政
調
整
基
金
や
減
債
基
金
の
よ
う

に
、
歳
入
不
足
を
補
て
ん
す
る
た
め

の
も
の
や
洞
爺
地
域
ふ
れ
あ
い
振
興

基
金
等
の
よ
う
に
、
特
定
の
歳
入
を

も
っ
て
特
定
の
目
的
の
た
め
に
積
立

　
　
爺
湖
町
の
平
成
23
年
度
予
算
が

　
　
成
立
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
、
各
特
別
会
計
、
企
業

会
計
を
含
め
た
予
算
総
額
は
、
1
0

6
億
1
8
2
7
万
円
で
、
前
年
度
予

算
額
1
0
6
億
3
9
2
5
万
円
に
比

べ
０
・
２
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
自
主
財
源
（
自
主
的
に
収
入
し
う

る
財
源
）
の
根
幹
を
な
す
町
税
収
入

は
、
長
引
く
景
気
の
停
滞
に
よ
り
減

収
を
見
込
み
、
平
成
22
年
度
に
実
施

さ
れ
た
国
勢
調
査
で
大
幅
に
減
少
し

た
人
口
が
大
き
く
影
響
す
る
地
方
交

付
税
に
つ
い
て
も
減
少
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。
歳
出
で
は
、
平
成
22
年
度

に
実
施
し
た
地
方
債
の
繰
上
償
還
な

ど
に
よ
り
公
債
費
は
大
き
く
減
少
し

ま
す
が
、
依
然
多
額
で
推
移
し
て
お

り
、
こ
の
公
債
費
が
収
支
を
圧
迫
し

て
い
る
状
況
に
あ
り
ま
す
。
こ
の
た

め
、
前
年
度
同
様
、
歳
入
不
足
が
生

じ
基
金（
貯
金
）か
ら
の
補
て
ん
（
埋

め
る
）
に
よ
る
対
応
を
余
儀
な
く
さ

れ
ま
し
た
。

　
財
政
健
全
化
計
画
３
年
目
と
な
る

平
成
23
年
度
予
算
は
、
計
画
を
着
実

に
前
進
さ
せ
る
べ
く
人
件
費
を
は
じ

め
と
す
る
義
務
的
経
費
の
削
減
、
受

益
者
負
担
の
適
正
化
、
事
務
事
業
の

見
直
し
な
ど
の
計
画
登
載
事
項
を
実

行
に
移
し
、
財
源
の
確
保
を
図
り
つ

つ
現
行
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
維
持
す

る
こ
と
を
目
標
に
、
事
務
事
業
の
選

別
と
財
源
の
配
分
に
努
め
ま
し
た
。

　
ま
た
、
昨
年
は
、
町
長
の
改
選
期

に
あ
た
り
骨
格
予
算
と
し
て
新
年
度

予
算
を
編
成
し
ま
し
た
が
、
平
成
23

年
度
に
お
き
ま
し
て
は
、
新
町
長
の

政
策
事
項
を
盛
り
込
み
産
業
振
興
対

策
、
雇
用
対
策
に
重
点
を
置
い
た
内

容
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
予
算
は
、
66
億
1
0
1

3
万
円
で
、
前
年
度
予
算
額
67
億
5

4
5
4
万
円
に
比
べ
２
・
１
％
の
減

と
な
り
ま
し
た
。
歳
入
に
お
け
る
町

税
、
地
方
譲
与
税
、
地
方
消
費
税
交

付
金
、
自
動
車
取
得
税
交
付
金
、
地

方
交
付
税
等
を
合
わ
せ
た
経
常
一
般

財
源
は
、
町
税
及
び
普
通
交
付
税
の

洞歳　入

特

別

会

計

一

般

会

計

水
道
事
業
会
計

歳　　　入

（入る見込みのお金）

66億

1013万2千円

自主財源 17億2875万5千円（26.2%）

町税 11億3151万1千円
（17.1%）

地方交付税 36億4500万円
（55.1%）

繰入金 6470万円
（1.0%）

その他 4089万円（0.6%）

地方譲与税 8170万円
（1.2%）

地方消費税交付金
1億1600万円（1.8%）

道支出金
3億387万3千円
（4.6%）

国庫支出金
3億9701万4千円

（6.0%）

町債
2億9690万円
（4.5%）

使用料・手数料
2億9019万7千円

(4.4%）

分担金・負担金
5850万3千円
（0.9%）

財産収入等
2496万8千円
（0.4%）

繰越金
2000万円
（0.3%）

諸収入
1億3887万6千円

（2.1%）

依存財源 48億8137万7千円（73.8%）


